























上級裁判所に救済を求める上訴制度（刑訴法 351 条〜 434 条）と、確定裁判
に対する救済を求める非常救済制度（刑訴法 435 条〜 460 条）がある。

















































































































































て、合衆国憲法第 1 修正から第 8 修正までの基本権保障を州の法運用に及ぼ
していくようになった。たとえば、第 14 修正のデュー・プロセスの内容に
は効果的な弁護の保障が含まれるとした Gideon v. Wainwright17、不合理な
捜索・押収により入手した証拠とそれに由来する証拠の排除を第 14 修正の
内容とした Mapp v. Ohio18、身柄拘束下での取調べは供述の自由を侵害す
るものと強力に推定し、供述の自由と弁護権の告知があることをその推定を
破る条件とした Miranda v. Arizona19、公訴事実の全要素たる事実について
訴追側に挙証責任があり、その要素の不存在について被告人に挙証責任を転
換するのはデュー・プロセスに反するとした In re Winship20 など、合衆国
の法執行や公判の基準となる新たなルールを示した判断がそれである。そし

















めての判断が 1965 年の Linkletter v. Walker22 である。前述した Mapp では、
それまで不合理な捜索からの保護は第 14 修正の内容に包含され州への適用
を肯定しつつも排除法則は第 14 修正に内包されず州に適用されないとして




Linkletter では、この Mapp の新たなルールが連邦の人身保護手続に遡及
適用されるかどうかが問題となった。合衆国最高裁判所は次の点を指摘して




い。第 2 に、州の法執行機関や裁判所はそれまでの Wolf に信頼を寄せてき
たのであり、Wolf に依拠してなされた法執行や判断は無理からぬものであ
る。第 3 に、Mapp の新たなルールを遡及的に適用した場合、きわめて多く
















た。Griffith v. Kentucky26 である。この事件は、陪審員選任手続における人






そして、Griffith の 2 年後の 1989 年、Batson のルールが連邦人身保護手





刑事立法の権限が及ばないある種の一次的な個人の行為（certain kinds of 




























として Wolton v. Arizona31 を変更した Ring v. Arizona32 の新たなルールが、
連邦の人身保護手続において州の確定判決に遡及適用されるかどうかが問題










また、Whorton v. Bockting35 は、公判での供述証拠となる供述（testimo-
nial statement) が争点になった場合に憲法上の要求を満たす信頼性の徴表が
あるというためには、合衆国憲法が現に規定しているように、被告人に対し
証人との対決が保障されなければならないとして、Ohio v. Roberts36 を変更
した Crawford v. Wasington37 が、同じく連邦の人身保護手続において確定
判決に遡及適用されるか問題となった事例である。合衆国最高裁判所は
Teague の枠組みに従い、Crawford は新たなルールにあたるが、手続的ル























（3）Montgomery 判決 39 
こうした状況の中で、2016 年 1 月合衆国最高裁判所は、少年に対する仮
釈放の可能性のない終身刑（絶対的終身刑）を必要刑として科すことは合衆
国憲法第 8 修正の残虐かつ異常な刑罰にあたり憲法違反であるとする Miller 
v. Alabama40 が、すでに州の手続において確定した州の判決にも遡及的に
適用されるとする Montgomery の判断を下した。Miller の判断がなされた
当時、少年時の犯罪によって絶対的終身刑で服役中の受刑者が合衆国全体で
およそ 2,500 名存在し 41、それらの者が救済の対象となりうることから、そ
の社会的、政治的な影響は大きく、この判断をきっかけに遡及効の問題があ
らためて議論されることになった。このような社会的、政治的な影響はさて







1963 年、当時 17 歳であった申請人モンゴメリーはルイジアナ州で保安官
代理を殺害したとして謀殺の罪で起訴され、有罪となり死刑を宣告されたが、








2012 年に合衆国最高裁判所は Miller の判断を下した。Miller では、未成年
で殺人を犯した者に絶対的終身刑を必要的に科すことは、合衆国憲法第 8 修
正の「残虐かつ異常な刑罰」の禁止に抵触するか否かが争点とされたが、少










District Court は、Miller 判決は有罪判決確定後の事後的審査において遡
及的に適用されないとして、申請人の申し立てを退けた。申請人は、監督権
行使に基づく令状（supervisory writ）の申請を行い、州の Supreme Court
は、Miller が州の事後的審査において遡及的に適用されないとした州の先例
（State v. Tate42）に依拠して申請を却下した。
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38
これらの先例には、第 8 修正が、殺人以外の犯罪について有罪認定された未
成年に絶対的終身刑を禁止しているとした Graham v. Florida45 と、第 8 修
正が犯行当時 18 歳未満である者への死刑を禁じているとした Roper v. Sim-







































































Ｂ　Miller の遡及効について：法廷意見は Miller のルールを書き換えて
いる。Miller は Roper や Graham のように、ある範疇に属する犯罪者やあ
る種の犯罪に対する刑罰を類型的に禁じるものではなく、刑罰を科す際の一
定の手続的保障を命じるのみである。絶対的終身刑が憲法違反となるかどう
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